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１．はじめに
浜松市では 2015 年度からコミュニティソー
シャルワーク事業が開始された。浜松市社会福
祉協議会（以下、浜松市社協）が市から委託
を受け市内２区でモデル事業を展開している。
2016 年度には他区への拡充が予定されている。
浜松市における地域福祉の課題には行政再編
の影響が色濃く反映している。いわゆる「平成
の大合併」が批判的に検証されているが、浜松
市においても 2005 年に 12 市町村が合併し、広
大な土地面積をもつ基礎自治体に再編された。
しかし、この広域合併で旧市町村の行財政権限
すなわち地域の投資主体が消滅し、人口減少、
地域産業振興や住民サービスの変容とともに、
旧市町村時代に住民福祉を支えていた良質な福
祉コミュニティの衰退が懸念されている。この
ような現状にあって、浜松市社協がめざすべき
コミュニティソーシャルワーク事業とは、福祉
コミュニティの再構築に他ならないであろう。
一方で、1990 年代後半からわが国で強調さ
れてきたコミュニティソーシャルワークではあ
るが、コミュニティソーシャルワークが「いか
なる活動なのか」が曖昧なまま、それを名称化
した事業が全国に広がっている。報告されてい
るコミュニティソーシャルワーク事業の大半を
社会福祉協議会が担っているが、現場からは「伝
統的なコミュニティワークを上書きする、その
上位概念としてのコミュニティソーシャルワー
ク」といった社協らしからぬ曲解も聞こえてく
る。さらに、関連機関・関連職種から寄せられ
る期待には、制度の狭間にある「困りごと」の
すべてを解決してくれる「スーパーマンとして
のコミュニティソーシャルワーカー」像が浮き
彫りになっている。難しい生活課題を突き付け
られている対人支援職にとっての「画期的な専
門職」としてのイメージが過剰期待となって独
り歩きしている感は否めず、それが現場実践上
に少なからずの混乱を招いていることは事実で
ある。
このような混乱は浜松市でも例外ではない
が、コミュニティソーシャルワークなる用語に
先行するイメージに振り回されることなく、地
域の福祉コミュニティ醸成に向かってコミュニ
ティワークを蓄積し、地域社会資源どうしの有
機的な協動を推し進めることを前提としなが
ら、時間をかけ腰を据えて、浜松市らしいコミュ
ニティソーシャルワークの展開が図られるべき
であろう。
本稿では、以上のような視点に立って、浜松
市におけるコミュニティソーシャルワーク事業
の経過と現状の課題を整理し、今後の展開課題
について検討したい。
２．コミュニティソーシャルワークの
共通理解
「コミュニティソーシャルワーク」の概念や
「コミュニティソーシャルワーカー」の呼称に
ついては、その定義は明確ではなく未だ統一さ
れたものはない 1）。本稿では、浜松市における
コミュニティソーシャルワーク事業の展開と課
題の検討を目的としている。検討にあたって、
コミュニティソーシャルワークをめぐるいくつ
かの主要な今日的見解を通して、その共通理解
について整理をしたい。
（１）コミュニティソーシャルワークの状況
コミュニティソーシャルワークに関する今日
的な理論的展開と政策的位置づけについては、
イギリスのバークレイ委員会報告『ソーシャ
ル・ワーカーの役割と任務』（1982 年）が源流
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であるとされる。そこでは、地域を基盤とした
ソーシャル・ケースワークと社会的ケア計画と
が統合したソーシャルワーク実践の必要が表明
され、個人や家族の問題を解決・軽減・予防す
ること、クライエントの環境としての家族や地
域住民を含んだ社会的ネットワークに焦点を当
てること、フォーマル・インフォーマルのネッ
トワークを開発し提供すること、フォーマル・
インフォーマルのネットワークと連携すること
等が、新たなソーシャルワークアプローチ（コ
ミュニティソーシャルワーク）の重要な要素と
された 2）。
わが国では、1990 年に厚生省社会局が設置
した「生活支援事業研究会」の報告書におい
て、地域を基盤として個人や家族の生活課題を
エコロジカルに分析し、制度的対応のみでは解
決・軽減されない多様化する生活ニーズに対応
するフォーマルケアの構築と、多専門職のチー
ムアプローチによる総合的な支援の必要性を言
及し、日本的なコミュニティソーシャルワーク
の必要を指摘したことに始まる。
それを具現化する補助事業として、1991 年
から「ふれあいのまちづくり事業」が開始され
た。本事業においてコミュニティソーシャル
ワーク機能を中核的に担うとされた「地域福祉
コーディネーター」が、わが国における「コミュ
ニティソーシャルワーカー」の最初の制度的配
置である 3）。
その後は、福祉関係８法改正や社会福祉基
礎構造改革による一連の社会福祉改革の中で、
「地域での自立生活を支えるために利用者主体
や自己決定を原則にしながら、生活課題を抱え
た人々へはケアマネジメントの手法を取り入れ
つつ、制度サービスに関わるニーズ充足に限定
されずに地域自立生活を個別支援すること、そ
して、それを支えるソーシャルサポートネット
ワークの構築を小地域で総合的に展開するソー
シャルワーク」が理念化されてきた。
加えて、要援護者の地域での孤立等、いわゆ
る「制度の狭間」にある問題が顕在化するに至
り、要援護者のニーズ・生活課題を発見し、そ
のニーズ充足と生活課題を地域社会で共有化す
る「アウトリーチするソーシャルワーク実践」
を必要とする認識が、コミュニティソーシャル
ワークへの期待につながっている。
特に、地域包括支援センターの政策的動向と
かかわりながら、全国各地で「コミュニティソー
シャルワーカー」の配置に向けた取り組みが進
んでいる 4）。
このような取り組みには、「制度の狭間」に
ある問題や多様化したニーズへの「新たな支え
合い」の拡充にコミュニティソーシャルワーク
機能の必要を打ち出した、「これからの地域福
祉のあり方に関する研究会」の報告書『地域に
おける「新たな支え合い」を求めて―住民と行
政の協働による新しい福祉』（厚生労働省編：
2008 年）が契機の一つになっている。
関連して、社会福祉法に規定された市町村地
域福祉計画の策定に際して、各自治体では日常
生活圏域における住民主体の地域福祉システム
を試行錯誤しており、その推進を目的にコミュ
ニティソーシャルワークの必要が地域福祉計画
に盛り込まれたり、自治体の独自事業の中で、
あるいは事業委託先の社会福祉協議会等でコ
ミュニティソーシャルワーカーが配置されつつ
ある 5）。
さらに、子ども家庭福祉領域や障害者福祉領
域等の個別の支援領域においても、生活圏域に
おける相談支援事業の拡充が求められており、
相談支援の新たな展開方法として、社会福祉支
援の広範囲の領域にわたってコミュニティソー
シャルワーク固有の機能が注目されている 6）。
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（２）コミュニティソーシャルワークの概念
わが国におけるコミュニティソーシャルワー
クの理論化と実践化については、その主導的立
場である大橋謙策と、ジェネラリスト・ソーシャ
ルワークの視点から論じている岩間伸之の見解
が代表的である。
大橋は、コミュニティソーシャルワークにつ
いて数度にわたり発展的に再定義をしている
が、最新のものは「コミュニティソーシャル
ワークは、個々の地域自立生活支援を丁寧に担
いながらそれに留まらず、生活基盤の整備に向
けた地域資源の活用や開発、社会関係の調整と
改善に向けた啓発・教育活動、福祉計画づく
り、福祉利用者や広範な市民の組織化、地域に
おける総合的なサポートシステムの構築などを
主な柱としたソーシャルワーク実践の統合的な
方法」と定義している。大橋は、具体的な実践
の方法として、「ケアプラン」や「サービスを
総合的に提供」する個別援助過程の重要性を強
調しながら、個別援助活動の全体は、ケアマネ
ジメントを手段とするソーシャルワークが担
い、個を支えるソーシャルワークには例示的に、
インフォーマルケア、ソーシャルサポートネッ
トワークの開発とコーディネート、ならびに、
“ ともに生きる ” 精神的環境醸成、福祉コミュ
ニティづくり、生活環境の改善等生活環境の整
備が含まれるとしている 7）。
岩間は、コミュニティソーシャルワークと同
様の意味合いをもつ理論として「地域を基盤と
したソーシャルワーク」という用語を用いてい
る。地域を基盤としたソーシャルワークとは、
「個を地域で支える援助と個を支える地域をつ
くる援助を一体的に推進し、その延長線上に地
域福祉の進展を位置づける」理論であるとして
いる。そして、地域を基盤としたソーシャルワー
クの理論構造に、「ジェネラリスト・ソーシャ
ルワーク」「地域を基盤としたソーシャルワー
ク」「総合相談」の三層構造を明示した。「ジェ
ネラリスト・ソーシャルワーク」は「地域を基
盤としたソーシャルワーク」という実践理論の
理論的根拠（基礎理論）であり、「地域を基盤
としたソーシャルワーク」の実践概念が「総合
相談」である 8）。すると、地域を基盤としたソー
シャルワークの実践概念である「総合相談」が、
コミュニティソーシャルワークの具体的な実践
活動に重なることになる。
岩間は、「総合相談」における「総合」の意
味をつぎのように整理している。
すなわち、①クライエントの生活の場で、「生
活のしづらさ」を支援対象とし、制度対象別に
支援を分断するのではなく、地域生活の福祉
ニーズに対応すること、②ニーズの発見から見
守りまで、予防的支援から継続的支援までを含
めた総合的な支援であって、そこでは、地域住
民の参両を得ながらの見守り活動が不可欠であ
ること、③一人のクライエントあるいは世帯の
変化に長期的展望をもって支援すること、④地
域住民やボランティア等を含む多様な担い手が
相談活動に参画し、ネットワークや連携・協働
によって総合的に働きかけること、⑤クライエ
ントと地域との関係を重視し、総合的かつ一体
的に変化を促す、すなわち、クライエント個人
のみならず、個人を取り巻く環境を一体的に視野
に入れて変化を促すことが大きな特徴である 9）。
以上のように、コミュニティソーシャルワー
クをめぐっては、その呼称や強調点に差異はあ
るものの、いずれも、地域における個別支援と
個別支援に必要なソーシャルサポートネット
ワークの組織化を一体的に推進することが定義
されている。しかし、コミュニティソーシャル
ワークが「福祉コミュニティ形成」「地域福祉
の進展」を一連の活動の延長線上に位置づけ、
―　14　― ―　15　―
川向雅弘：浜松市におけるコミュニティソーシャルワーク事業の展開と課題
地域の福祉力の構築をめざすのだとすると、そ
こでも、「システム」主体からは一線を画した、地
域住民の主体形成が不可欠な課題となろう 10）。
（３）コミュニティソーシャルワークの機能
岩間は、そもそも「地域を基盤としないソー
シャルワーク」は存在せず、「地域を基盤とし
たソーシャルワーク」とは決して新しいソー
シャルワーク理論ではないと指摘する。「個と
地域の一体的支援」という特徴についても、個
人と環境の交互作用に働きかけるというソー
シャルワークの基本的アプローチに他ならず、
すなわち、地域を基盤としたソーシャルワーク
（＝コミュニティソーシャルワーク）とは「理論上で
は従来から明確にされ、また重視されながらも、
実践上では十分に遂行されてこなかったソー
シャルワークの本質的な実践に再度光をあてた
もの」との理解が妥当であるとしている 11）。
コミュニティソーシャルワークの固有の機能
として未だ確定し体系化されたものはないが、
表１に示したように、そこで求められているこ
とは、ミクロレベルからマクロレベルにわたる
ソーシャルワーク実践である 12）。したがって
当然のことながら、各位相で求められる機能に
は、大橋、岩間の論の多くに共通点がある。
第１に、コミュニティソーシャルワークとは、
既存の法制度枠にとらわれずに、生活場面に生
じる「生活のしづらさ」という広範な福祉ニー
ズに対応することが求められ、さらに、問題の
発見にアウトリーチし、問題発見から見守りま
でを継続的・長期的におこなう仕組みを地域に
構築する。そして、個人・家族・地域住民を問
題解決の主体として尊重し、ストレングス・ア
プローチ、エンパワメント・アプローチの原理
を重視する。
第２に、個人・家族へのアプローチには、必
要な支援を総合的に提供するケアマネジメント
が重要となる。ケアマネジメントでは、地域に
おける複数の機関の連携や協働といったチーム
アプローチやネットワークによる課題解決アプ
ローチが重視される。さらに、「孤立」や「生
活のしづらさ」といった制度サービスでは解決
できない問題に対応するために、ソーシャルサ
ポートネットワークの機能が重要になる。ソー
シャルサポートネッワークの構築には、専門職
の連携システムと家族、親戚、友人、同僚、隣人、
ボランティアといった人々によるインフォーマ
ル・ケアとを有機的に結びつけるコーディネー
トが必要である。
第３に、「個を地域で支える支援」と「個を
支える地域を作る支援」を一体的に推進するこ
とであり、そこでは、インフォーマルケアの組
織化が欠かせない。個人の生活課題を地域全体
の課題としてとらえ、ニーズを普遍化するとと
もにインフォーマルケアのシステムを構築す
る。それは、地域住民の参両を得ながらの「問
題発見から見守りまでを継続的・長期的におこ
なう仕組み」でもあり、問題の再発生に対する
予防的支援である。このように、「個と地域の
一体的支援」とは、個への支援と地域力の向上
の相乗効果を指向し、さらに地域福祉の推進を
意図するものである。
第４に、個別支援から当事者の声を代弁した
ソーシャルアクションへと展開していくことが
重要である。関連して、コミュニティソーシャ
ルワークは市町村の政策形成に貢献するシステ
ムであることが求められる。また、福祉ニーズ
にアウトリーチするコミュニティソーシャル
ワークは、新たな実践を先駆的に開発し組織化
する。
その際、市町村等の財源の有効活用、行政シ
ステムのあり方への提言など、社会福祉行政等
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に対するアドミニストレーション機能が重要に
なる。「ソーシャルアクション」や「アドミニ
ストレーション」の機能は、新たな社会資源の
開発や制度システムの見直し、必要なフォーマ
ルケアの確立に貢献する。
（４）コミュニティソーシャルワークが機能す
　　 るための留意点
大橋、岩間のコミュニティソーシャルワーク
定義における機能比較をおこない、共通する４
つの機能に整理した。これらの機能は「コミュ
ニティソーシャルワーク」に合意できる一定の
出典：熊田博喜（2015）「『制度の狭間』を支援するシステムとコミュニティソーシャルワーカー機能」『ソー
シャルワーク研究』41-1，相川書房，p.60. をもとに筆者作成。
表1　コミュニティソーシャルワーク定義における機能比較
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ガイドラインを提示するものである。
しかし、コミュニティソーシャルワークが「理
論上では従来から明確にされ、また重視されな
がらも、実践上では十分に遂行されてこなかっ
たソーシャルワークの本質的な実践」であると
すると、実践上で十分に遂行されないことの懸
念は、今日的なソーシャルワーク環境において
も同様ではなかろうか。ここでは、コミュニティ
ソーシャルワークがより良く機能するための前
提となる、実践環境の課題についてふれておき
たい。
１）コミュニティソーシャルワークを展開する 
　　システムの有無
コミュニティソーシャルワークの実践場面で
は、どのように地域の問題を発見するのか、ど
のように専門機関へと情報をつなぐのか・もた
らされるのか、どのように専門機関が介入する
のか、どのように地域で支えるのか、それら一
連の活動をどのように構築し維持するのかが常
に課題となる。その課題は、コミュニティソー
シャルワークに必然な既存の制度サービスの
「狭間」で生じてくることが特徴である。すると、
「そもそも既存制度間でのつながりを何らかの
形で担保しなければ支援体制は組めないという
ことになり、その既存制度や団体・組織をつな
ぐシステムをどのようにもつのか 13）」が重要
となる。そして、「つながりを担保する」こと
の双方向の関係性とは、有機的な専門職連携の
あり方を示唆するものである。
このような理解や了解が得られない実践環境
下では、人々の生活課題を背負ったままソー
シャルワーカーが孤立していくことは明らかで
ある。その打開は一機関や一ソーシャルワー
カーの努力に委ねるべきものではなく、まず
は、ソーシャルワーカーの内部外部の専門職・機
関・組織が共通理解を得るに至る「相当の紆余曲
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折 14）」を克服していく取り組みが必要である。
２）システムとしてのコミュニティソーシャル
　　ワークの理解
コミュニティソーシャルワークは一人の専門
職で実践できるものではない。昨今「コミュニ
ティソーシャルワーカー」の呼称が一般化して
いる一方で、コミュニティソーシャルワーカー
に対する理解は十分とはいえず、きわめて固有
な特定の専門職としてのイメージが先行してい
る。フォーマル・インフォーマルの多様な人々
の連携によるチームアプローチであるとの理解
は薄い。大橋は、「コミュニティソーシャルワー
ク機能は、一人のソーシャルワーカーが担える
かという懸念がある。コミュニティソーシャル
ワークの機能とコミュニティソーシャルワーク
を実践するソーシャルワーカーなどの力量、専
門性とを単純に同一化させることは危険」と指
摘する 15）。
一方で、コミュニティソーシャルワークには
「実践的にはコミュニティソーシャルワーカー
と呼ばれるような、新たな機能を持った専門職
が必要とされることも事実 16）」であり、現実
場面ではチームアプローチをコーディネートす
る役割の機関・専門職は必要である。
しかしながら、コミュニティソーシャルワー
クの支援活動は、生活課題をかかえた当事者の
生活場面に焦点化することから、支援チームの
「誰」がチームアプローチのキーパーソンにな
るのかも、支援関係の歴史や地域近隣との関係
性等を考慮しながら、当事者主体の視点で検討
されなければならない。すると、常に特定の機
関・専門職がコーディネート機能を担うのでは
なく、個別事例の必要に応じて柔軟に、いずれ
の機関・専門職もコーディネート機能を担うこ
とになるのである。このことに対する認識と了
解が有機的な多専門職連携の前提である。
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コミュニティソーシャルワークとは特定の専
門職の活動ではなく、個人や地域への支援を機
能させるソーシャルサポートネットワークの
「仕組み」として理解される必要がある。ここ
でも、市町村におけるコミュニティソーシャル
ワークを機能させるシステムの有無とその質的
内容が問われてくる。
３．浜松市におけるコミュニティソー
シャルワーク事業の経過
（１）浜松市の地域福祉施策の歴史と社協活動
　　 の変遷
浜松市では、早い時期から住民主体の地域福
祉推進組織としての地区社会福祉協議会（以下、
地区社協）の設立支援に浜松市行政と浜松市社
協が協働して取り組んできた。主に自治会連合
会の区域を単位とし、1993 年に最初の地区社
協が発足した。その後も組織化は進み、2015
年 12 月現在では、全市 58 地区中 54 地区に設
置されている。
当時の地区社協の事業は、福祉講演会等の啓
発事業、地区社協だよりの発行、ふれあい交流
事業などが主であったが、家事支援事業や配食
サービス等の生活支援事業に取り組む地区社協
もあり、浜松市社協との協働による事業展開が
進められていた。
また、この時期に、厚生省の補助事業であ
る「ふれあいのまちづくり事業（1991 年）」を
浜松市社協が指定を受け地域福祉コーディネー
ターを配置したことは、地区社協の組織化の促
進に効果的であった。この事業によって、専任
の職員が地域にアウトリーチし、地域のニーズ
を把握しながら地区社協の必要性を啓発し、モ
デル地区を指定してコミュニティワークを推進
していくことが可能になった。
一方、浜松市社協では、在宅福祉サービスの
充実を目的に、浜松市の施策である家庭奉仕員
派遣事業を 1967 年から受託してきた。2000 年
の介護保険制度の導入により多くの民間事業所
が参入する中、浜松市社協も一介護保険事業所
として事業展開を図ることになった。この時期
には、全国各地の社会福祉協議会が事業型社協
を推進するのか、あるいは従来のコミュニティ
ワークを推進するのかといった、社協としての
運営方針選択を迫られていた。浜松市社協は、
介護保険事業収支の悪化や予想される民間事業
者との競合を避けるために、2002 年度をもっ
て介護保険事業から撤退した。以後、2005 年
度の市町村合併まで介護保険事業を実施してい
ない 17）。事業展開の方針として介護保険事業
から撤退したことは、在宅の要介護者・要援護
者へ直接支援をする社協の姿を断つことであ
り、具体的な生活支援として住民への説得力で
ある「在宅福祉事業」への期待を失うことであっ
た。その一方で、コミュニティワークの推進を
社協理念の前面に押し出し強化すことが必須に
なり、地域福祉分野での一層のリーダーシップ
が求められることになった。
（２）市町村合併と地域福祉活動計画
2005 年７月、天竜川・浜名湖地域の 12 市町
村（浜松市・浜北市・天竜市・舞阪町・雄踏町・
引佐町・細江町・三ヶ日町・春野町・佐久間町・
水窪町・龍山村）が合併し、浜松市は 2007 年
４月に政令指定都市となった。人口 80 万人超、
行政区７区、面積は指定都市内では最大である。
同時に浜松市社協も合併し指定都市社協となっ
た。旧浜松市街地を中心とした都市部と市北部
の中山間地を併せ持つことになり、福祉ニーズ
も多様化・複雑化した。地域福祉の推進役とし
ての機能を充実強化し、地域の実情に応じた地
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域福祉を展開することが求められた。
浜松市社協の組織体制にも大きな変更を求め
られたが、従来の大都市社会福祉協議会の例に
多く見られるような行政区ごとの区社協の法人
化は選択せず、あくまでも市内一法人として各
地に地区センター及び事務所を設置し事業の推
進にあたることとなった。
しかしながら、区割りと旧浜松市社協の既存
の拠点の関係で、７行政区のうち２区には地区
センターを設置することができなかった。また
事業についても、合併前の旧市町村の事業の継
続を住民から要望され、その結果として、「社
協連合」的な色彩の濃いスタートとなったこと
は否めない。これは、「小さな市役所大きな区
役所」という、いわゆる「クラスター型行政」
を浜松市が推進しようとしたことと、旧市町村
社協ごとで差異があった住民会費の仕組みをす
ぐには統一できなかったことが一因であると思
われる。こうして全国で 17 番目の指定都市社
協として歩みだした。
このような状況下で、指定都市社協としての
地域福祉推進の指針となる新たな地域福祉活動
計画を策定することとなった。第２次となるこ
の計画は、市町村合併及び指定都市移行にとも
なう激変に対応できるよう、新しい浜松市にお
ける地域福祉活動の第１歩を踏み出すべく「新・
浜松市地域福祉活動計画」（計画期間：平成 21
年度～ 25 年度）として位置付けられた。そこ
では、「区」ごとの実施計画を盛り込んだことと、
策定にあたり数多くの住民懇談会を開催し、可
能な限りの地域住民の声を聴きながら作り上げ
たことが特徴である。さらに特筆すべきは、こ
の計画に個別援助活動の強化と地域住民との協
働による支えあいの仕組みや、そのための新た
なサービス開発についての研究の必要性が打ち
出されたことである。
また、2010 年度に策定された第２次浜松市
社協強化・発展計画では、地域に顕在する生活
課題の解決のために、地区社協の充実強化が指
摘された。さらに、社会福祉協議会にコミュニ
ティソーシャルワーカーを配置し支援していく
必要が明記され、個別支援と地域支援を両立さ
せる重要性が認識された。
（３）コミュニティソーシャルワーク事業の経過
第２次地域福祉活動計画策定以後、リーマン
ショックと呼ばれた世界的な金融危機による経
済不況や東日本大震災などの人々の生活の根幹
を揺るがす大きな出来事が続いた。また、高齢
者の虐待や孤立・孤独死、生活困窮者の急増が
大きな社会問題となり、地域での人々の結びつ
きの希薄化が指摘されてきた。そして、支援を
必要としているのにもかかわらず、声をあげら
れない人々や福祉情報にアクセスできない人々
が顕在化している。このような時期に、浜松市
社協では第３次の地域福祉活動計画（計画期間：
平成 26 年度～平成 30 年度）の策定を進めてきた。
この計画は、行政計画である第３次地域福祉
計画（計画期間：平成 26 年度～平成 30 年度）
との整合性をより明確にするため、市民アン
ケートや住民懇談会を共催し情報の共有化をは
かり、地域福祉の推進を効果的に実行できる計
画策定を目指した。
この計画の特徴は、地域福祉計画のリーディ
ングプロジェクトと地域福祉活動計画の社協重
点事業がリンクしている点にある。まさに、車
の両輪のごとく事業展開することを明示してい
る。その中でも最も重要な事業として、コミュ
ニティソーシャルワーカーの配置があげられて
いる。
これは、それまで地区社協の組織化支援を中
心としたコミュニティワークを推進してきた浜
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松市が、広域合併等による地域社会の変化に新
たなアプローチの必要性を認識したことによ
る。また、2004 年に大阪府がコミュニティソー
シャルワーカー配置促進事業を実施したこと、
「これからの地域福祉の在り方に関する研究会
報告書」（厚生労働省編：2008 年）において、
地域福祉を推進するための環境の一つとして
地域福祉コーディネーター（コミュニティソー
シャルワーカー）の必要性が明記され、制度の
狭間にある社会的援護を要する人々に対する支
援の動きが進み始めていたことに影響を受けて
いる。
さらに、コミュニティソーシャルワーカーに
は福祉の最前線の専門職とのイメージがあり、
その多くが社会福祉協議会に配置されているこ
とから、地域の福祉課題、生活課題の解決への
有効な処方箋としてコミュニティソーシャル
ワーカーの配置が計画されたと考えられる。
先駆的な取り組みをしている大阪府の豊中市
社会福祉協議会を視察し、浜松市版のコミュニ
ティソーシャルワークの参考とした。さらに、
新潟市、堺市、宝塚市等の取り組みを参考にし、
浜松市と浜松市社協が協働して、計画の中にコ
ミュニティソーシャルワークを盛り込んでいっ
た。計画の初年度にあたる 2014 年度には、配
置へ向けてのガイドラインやコミュニティソー
シャルワーカー育成計画の作成、配置に向けて
の関係団体との意見交換会を実施した。
2015 年度には、中区、北区の２区に、それ
ぞれ１名のコミュニティソーシャルワーカーを
モデル配置した。浜松市から浜松市社協への業
務委託であり、１年間をかけて取り組み体制の
あり方と事業の検証をしていくことになった。
（４）コミュニティソーシャルワーク事業の概要
浜松市が作成したコミュニティソーシャル
ワーカー配置に関するガイドラインでは、地域
福祉計画、地域福祉活動計画を前提として、浜
松市と浜松市社協との連携を基本的な考え方に
置いている。そこでは、コミュニティソーシャ
ルワーカー配置の目的に、①地区社協をはじめ
とする住民主体の地域福祉活動の活性化、②制
度の狭間にあり既存の福祉サービスでは対応が
困難な事例の解決の２点を掲げている。これは、
コミュニティソーシャルワークが単に問題発見
と課題解決だけに終わるのではなく、地域の課
題解決力を向上させ、地域の中で課題解決が可
能となるような地域づくりを目標としているた
めである。
また、コミュニティソーシャルワーカーの定
義を、①分野にとらわれず、日常生活に何らか
の困難を抱えている人のあらゆる相談に応じ、
福祉に関する専門的な知識や技術を用いて具体
的な支援、助言、指導、地域住民を含む関係者
との連絡調整などを総合的に行う者、②地域の
生活課題を共有し、新たな仕組みづくりやネッ
トワークを構築することで、地域福祉を推進す
る者としている。これらのことから、コミュニ
ティソーシャルワーカーを地域の福祉環境を再
構築するためのスペシャリストとして位置付け
ていることがうかがえる。
コミュニティソーシャルワーカーの配置は、
浜松市社協への委託事業として、業務委託仕様
書、事業実施要綱に基づき実施された。単年度
（平成 27 年度）の委託期間の中で、地区社協の
活動支援、地域福祉を推進するための仕組みづ
くり、制度の狭間にある要援護者への対応、地
域福祉ネットワークづくり等の業務実施が明記
され、そこでは、第一義的に地区社協の活動支
援と仕組みづくりに重点を置いた施策方針を見
ることができる。また、コミュニティソーシャ
ルワーカーの配置によって、地区社協未設立地
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区への介入を意図していることも伺える。
このように、浜松市では新たな地域福祉推進
の方法としてコミュニティソーシャルワークを
取り入れた。浜松市と浜松市社協には、それが
社会福祉協議会に求められている本来的な社会
福祉実践との共通認識がある。
（５）コミュニティソーシャルワーク事業の実績
４月から 12 月までのコミュニティソーシャ
ルワーカーの相談実績から、９ヶ月間の傾向を
振りかえってみたい。
個別支援の新規相談件数は中区が 71 件、北
区は 53 件である。相談者は共に 65 歳以上が多
く、相談経路も民生委員児童委員からが最も多
い。相談内容の特徴としては、中区では、いわ
ゆる「ごみ屋敷」といわれるケースが散見され
るが、北区では精神的な問題を抱えるケースや
障害のあるケースの相談が多い。
しかしながら、いずれの区でも情報提供や他
機関へ「つなぐ相談」がほとんどであり、コ
ミュニティソーシャルワーカーが主となって課
題解決に取り組む、あるいは行政機関や関係機
関を巻き込んでの支援計画の策定や調整会議を
コーディネートするような、行政が描いた「新
たな仕組みを構築する」ような取り組みまでに
は至っていない。
地域支援としては、地区社協への支援を中心
に、地域の団体等への周知・働きかけを行った。
中区が 18 件、北区が 11 件の実績であるが、こ
れはコミュニティソーシャルワーカーが直接か
かわった件数であり、地区センターにも地区社
協担当職員が別枠で配置されているため、実績
評価の難しさがある。また、地区社協の協力を
得て、地域診断にそれぞれ１地区ずつ取り組ん
でいる。
浜松市の委託内容には、「個別支援」「地域支
援」「仕組みづくり」の３つがガイドライン上
の取り組みとして求められている。前述のよう
に、事業開始当初は地域支援に重点をおいた実
践への意向が伺えた。しかしながら、各関係機
関・地域住民へのコミュニティソーシャルワー
ク事業の周知や説明に追われ、コミュニティ
ソーシャルワーカー自身も手探りでの業務遂行
であったため、浜松市が期待したような成果が
生まれていない。また、個別支援にかかる業務
量が想定よりも多岐にわたり、個別支援に有効
な関係機関との連携のあり方が、課題として浮
き彫りになりつつある。
４．明らかになりつつある問題と課題
浜松市行政が期待する効果・実績と現場での
実際は必ずしも一致していない。これには、コ
ミュニティソーシャルワークの定義の曖昧さ
や、現状で了解されている一般論にも共通理解
が及んでいないことが影響していると思われ
る。コミュニティソーシャルワークへの理解の
不一致は、浜松市行政と浜松市社協間のみの問
題ではなく、社会福祉実践現場全般においても
同様の問題が指摘できる。コミュニティソー
シャルワークの機能に問題解決への即効性を求
めることや、いわゆる「ゴミ屋敷」の対応への
期待に象徴されるような「個別困難ケースを画
期的に解決する専門家」というコミュニティ
ソーシャルワーカーへの曲解は修正されるべき
やっかいな問題である。
開始間もない事業であるが、安定的な事業展
開をめざす上で課題であり続けるであろう、明
らかになりつつある問題について、これまでに
論じてきたコミュニティソーシャルワークの機
能と留意すべき実践環境の課題、浜松市におけ
る事業の状況をもとに述べていきたい。
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（１）コミュニティソーシャルワーカーの相談
　　  支援の課題
昨今の社会福祉支援領域における支援体制の
細分化は、相談支援体制の量的拡充をもたらし
た一方で、相談支援事業に一様に標榜されてき
た「ワンストップ機能」に逆行するような事態
を生み出している。
特に、地域包括支援センターに期待された「小
地域におけるワンストップの総合相談」は、障
害者総合支援法に必須とされた個別計画相談や
総合相談事業の拡充、生活困窮者自立支援の具
体化等とも相俟って、介護保険事業の機関とし
て高齢者支援領域の相談機能に特化されつつあ
る。このように支援領域ごとに細分化されてい
く地域相談支援の傾向は、相談支援を既存制度
サービスの運用を中心としたシステム指向型の
ケアマネジメントに偏重させ、将来への漠然と
した不安や周辺課題へのかかわり等、手持ちの
制度やサービスでは解決困難な生活ニーズを捨
象しかねない現場状況を生み出していく。　
さらに、日常生活に密接した「生活のしづら
さ」の多くは、民生委員・児童委員といった地
域住民によってニーズキャッチされるが、細分
化した相談支援システムは地域住民には分かり
づらく、相談の持ち込み先に「ワンストップ」
の仕組みが求められていくことは必然である。
その結果、「ワンストップ」機能が地域で衰退
していく中で、支援領域を特定しないコミュニ
ティソーシャルワーカーに「あらゆる相談」が
寄せられている。「あらゆる相談」とは、親族
間のもめごとや生活上の雑多な困りごと等を多
分に含み、必ずしも社会サービスが受け止める
べき相談ばかりではない。このような状況下で
必要なことは、寄せられた相談内容が社会サー
ビスで対応すべき範疇であるか否か等への判断
力を含む、個別相談を進める上でのアセスメン
ト力とマネジメント力である。
第１に、コミュニティソーシャルワーカーに
寄せられる相談のすべてを、コミュニティソー
シャルワークの枠組みで捉えるべきではない。
コミュニティソーシャルワークの中核的な機能
は「個を地域で支える援助と個を支える地域を
作る援助を一体的に推進する機能」であるため、
そのためのシステムの構築と活用が具体的な実
践となるが、人々の多様な生活課題はコミュニ
ティソーシャルワークというシステムの中で解
決されるべき課題ばかりとはいえない。
第２に、そこでは利用者への丁寧なアセスメン
トが重要になる。コミュニティソーシャルワーク
の如何に関わらず、ソーシャルワークとしての丁
寧なアセスメントが重要であり、アセスメント
は社会資源間でのマネジメントの前提となる。
第３に、コミュニティソーシャルワークは当
事者主体という理念を持ちながらも、システム
の一つである以上、容易にシステム主体へと変
容する危険性を孕んでいる。加えて、コミュニ
ティソーシャルワーク実践には住民主体のイン
フォーマルサポートは欠かせないが、その実践
が、制度資源を補完する機能として、システム
が依拠する政策主体にすり替わりかねないこと
にも注意しなくてはならない。それを意識し続
け、実践を検証し続けることも、実施主体に求
められるマネジメントの一部であろう。
　
（２）コミュニティソーシャルワークと相談支 
　　  援体制の課題
地域における総合的な相談支援体制の課題に
ついてである。
前述のように、既存の制度サービスの「狭間」
への対応は、「そもそも既存制度間でのつなが
りを何らかの形で担保しなければ支援体制は組
めないということになり、その既存制度や団体・
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組織をつなぐシステムをどのようにもつのか」
が重要である。すると、既存の相談機関にも「狭
間」を支援の範疇とする了解を求めることにな
る。その結果として、「誰が」コミュニティソー
シャルワーカーの機能を主体的に担うかは柔軟
であるべきで、社会福祉協議会に配置されたコ
ミュニティソーシャルワーカーのみの役割では
ない。
特に社会福祉協議会のコミュニティソーシャ
ルワーカーは、何の権限も持ち合わせず、何の
制度も持ち合わせない専門職であり、具体的な
生活相談内容に対して直接的な解決をもたらす
ような事例を頻繁には生みにくい。すなわち、
コミュニティソーシャルワーカーの支援業務に
「課題解決への即効性」を求めることは現実的
ではない。浜松市における事業の現実が示すよ
うに、「情報提供や他機関へ『つなぐ相談』が
ほとんどである」実態は、コミュニティソーシャ
ルワークを正しく理解すれば、それは当然の結
果といえよう。
コミュニティソーシャルワークとは特定の専
門職の活動ではなく、個人や地域への支援を
機能させるソーシャルサポートネットワーク
の「仕組み」である。有効な「仕組み」である
ためには、各相談支援機関のそれぞれが設定し
た支援枠組みを超えて機能することが必要であ
り、それは、ソーシャルサポートネットワーク
の構築に「一歩踏み出す」協働である。この協
働への了解を普遍的に得ていくことは容易くは
ないが、了解を得ていく試みは、地域包括ケア
等の政策課題の一つとして、浜松市行政にリー
ダーシップを期待するところである。
（３）「連携」を超えた「協働」の課題　－それ 
　　  ぞれが「一歩踏み出す」こと－
利用者の生活課題は相談を受ける機関の機能
に応じて整理されているわけではない。福祉
ニーズには、複雑で困難な問題や、そこから派
生する周辺的課題まで多様に重層的に交錯して
いる場合が多い。それを単独の機関のみで対応
することはもはや困難で、それぞれが適切な機
関や専門職につなげていくこと、つながること
が重要である。
特に、コミュニティソーシャルワークにはイ
ンフォーマルな社会資源との連携が欠かせず、
利用者を現に生活する地域で支えていくには、
「見まもり」や「支えあい」といった制度対応
が難しい支援の提供が要となる。インフォーマ
ルな社会資源の創造はもとより、それらを含め
た地域サポートネットワークの構築と多機関・
多専門職連携が重要な課題となっている。
しかし、近年の社会福祉専門職種の細分化、
縦割化、ボーダレス化は、「連携」をバトンタッ
チ的な「伝達」や「送致」に矮小化しかねない
要因となっている。個々の機関が自組織の枠
組みから出ようとせずに「ニーズの無責任な
キャッチボール」を繰り返すような事例は多
い。それぞれの機関・専門職が、自身の専門性
の「マージナルな活動領域＝裁量的活動領域」
を連携の「糊しろ」として重なり合うような有
機的な多機関・多専門職連携（＝協働）のあり
方が課題である。すなわち、多機関・多専門職
連携の課題は、それぞれが自身のマージナルな
領域に「一歩踏み出す」実践へのコンセンサス
の構築であろう。同様な意味で、「制度の狭間」
に対応するとは、機関が備えた社会サービスの
枠組みから一歩踏み出して支援を運用すること
でもある。それが難しい場合は、新たな社会資
源の必要について共に考え提案し、創造に取り
組むことが社会福祉機関の役割であろう。
さらに、「連携」は、個々のソーシャルワーカー
の実践を肯定する意味をもつ。地域住民を含ん
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だ支援チーム内での役割がチームメンバーや利
用者に共有されることは、利用者、チームメン
バーの同意とともに、公に自身の役割を肯定す
ることであり、組織、機関、上司、職員集団等
に対して、支援の妥当性を示す説得力となる。
有機的な連携・協働の仕組みの構築は、コ
ミュニティソーシャルワーク事業に必要な個々
のソーシャルワーカ ・ー機関が「一歩踏み出す」
実践を地域ネットワークの中で肯定していく意
味を持っている。
（４）事業実施体制の課題
浜松市におけるコミュニティソーシャルワー
ク事業は行政の業務委託事業として開始された
が、委託・受託関係の中では、浜松市行政の意
向が強く反映される傾向がある。委託元と委託
先の関係性や事業の継続性、予算財源の問題な
ど、コミュニティソーシャルワークにかかわる
実践的議論からは次元が異なる事柄が優先課題
とならざるを得ないところにジレンマが生じる。
コミュニティソーシャルワーク事業は浜松市
社協が実施主体ではあるが、繰り返し論じてき
たようなコミュニティソーシャルワークへの正
しい理解と協働への了解は、地域相談支援事業
等の各種社会福祉事業を推進する立場の行政に
よる一定の介入がなければ進展しない課題でも
ある。実践と基盤整備は交互に関連し、すなわ
ち、浜松市社協による実践活動と浜松市行政に
よる基盤整備は両輪の関係になければならな
い。コミュニティソーシャルワーク事業が浜松
市地域福祉計画に基づく市の施策である点から
も、財源的措置とともに基盤整備は行政に求め
られている課題である。事業開始間もないこの
時期に、実践の土壌である実践環境の基盤整備
は、事業の評価・検証上でも最も優先すべきも
のであろう。
一方、浜松市社協にも課題が山積している。
コミュニティソーシャルワークの前提となる丁
寧なコミュニティワークの蓄積はもとより、地
域支援にかかわる職員の資質やスキルの向上は
組織の課題である。職員育成やその仕組みづく
りは法人としての取り組み姿勢が問われるとこ
ろである。コミュニティソーシャルワーカーと
して配置される職員は、事業のガイドライン上
に、資格保有、経験、研修受講を満たしている
者と規定されているが、配置後の育成について
はあまり触れられていない。スキル向上の課題
をコミュニティソーシャルワーカー個人の努力
や資質の問題に帰してはならず、組織内に支援
体制を整える必要があり、スーパービジョン体
制の構築等が喫緊の課題である。
５．おわりに
コミュニティソーシャルワークという呼称を
用いないまでも、この事業は、社会福祉協議会
に求められてきた社協本来の実践に重なる。浜
松市は、コミュニティソーシャルワークを社会
福祉協議会の本来的な機能と認識した上で、浜
松市社協に対する評価等を背景とし、コミュニ
ティソーシャルワークという事業をあらためて
標榜した。
そのような経過を受け止めつつも、これまで
の実践で築いてきた良質な福祉コミュニティの
変容が広域合併等の行政施策によってもたらさ
れた事実もあり、社会福祉協議会の立場にたて
ば、これまでの実践活動をあらためて業務委託
されることへの違和感があるのではなかろう
か。
コミュニティソーシャルワーク事業という具
体策を行政が標榜し、浜松市の財源によって事
業が展開するという点で、今後は具体的な事業
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成果を求められることは必至である。
事業成果とは、コミュニティソーシャルワー
ク事業が「福祉コミュニティの再構築」といか
に結びつき貢献しているかを明らかにすること
である。コミュニティソーシャルワークは、個
への支援と地域力の向上の相乗効果を指向し、
さらに地域福祉の推進を意図するものである。
すると、この事業の評価には、既存の制度サー
ビスに求められるような数的実績評価よりも、
地域福祉を推進するという「プロセス」を実績
として如何に説明できるかが問われてくる。同
時に、地域福祉推進のプロセスの「見える化」「見
せる化」は、地域住民や関係機関を巻き込み協
働を得ていくための実践そのものであろう。
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